地区協議会活動助成金交付規程

（目的）

第１条　本助成金は、地区協議会活動の活性化を推進し、もって廃棄物処理施設の適正な維持管理と技術管理者等の資質向上を図ることを目的とする。

（対象となる地区協議会活動）

第2条 本規程で対象とする地区協議会活動とは、次に掲げる事業をいう。

(1) 廃棄物処理及び維持管理に関する講演会、研修会

(2) 廃棄物処理及び維持管理に関する見学会

(3) その他本規定の目的を達成するために必要な事業

（助成対象経費）

第３条　本事業に係る助成金の交付対象となる経費は、次のとおりとする。

(1) 旅費（旅費については１泊２日を限度とする。）

(2) 謝金（講師謝金については、３万円／人を限度とする。）

(3) 事業費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料、バス借り上げ費及び会議費とし、飲食費は含まない。）

(4) 事務局経費

（助成対象経費の上限）

第４条　本事業に係る助成対象経費については、本部会員の会費相当額の５０％の範囲内とする。

２　本事業の１回あたりの助成金の上限を１０万円とし、年間２０万円を限度とし回数に制限を設けない。

３　前項の規定にかかわらず、地区協議会の事務局経費として年間、地区協議会会員数１００名まで２万円、１０１名～２００名３万円、２０１名以上４万円を補助する。

（申請方法）

第５条　助成金の交付を受けて事業を行おうとする者は、別紙様式１による交付申請書を本法人の事務局に提出しなければならない。
２　前条２項の地区協議会事務局経費の請求にあたっては、当該年度当初の地区協議会会員名簿を添付しなければならない。

（助成事業の決定）

第６条　申請のあった事業は、原則として本法人の運営部会で協議・決定し、その者に通知するものとする。

（実績の報告）

第７条　補助事業者は、事業完了後すみやかに別紙様式２による実績報告書（収支報告書、領収書等）を本法人事務局に提出しなければならない。

（助成金の確定・支払い）

第８条　本法人の事務局は、前条の規定による実績報告書が助成金申請条件に適合すると認めたときには、助成金交付額を確定し、支払うものとする。

（交付の条件）

第９条　事業の実施にあたっては、全国の会員に参加を呼びかけるため、原則として「本法人のホームページ」、「環境技術会誌」に公表するものとする。

（附則）

１　この規程は、平成１７年６月２２日から適用する。

２　この規程は、平成２１年７月１日（一般社団法人化に伴う変更）から施行する。
３　この規程は、平成２２年４月１日から施行する。
